
（　　　）は構成比

製造業 非製造業

１６３社 １５９社
（５０．６％） （４９．４％）

１２６社 ６０社 ６６社
（３９．１％） （１８．６％） （２０．５％）

１１２社 ６９社 ４３社
（３４．８％） （２１．４％） （１３．４％）

８４社 ３４社 ５０社
（２６．１％） （１０．６％） （１５．５％）

産業計

規模計

５００人以上

１００人以上
４９９人以下

９９人以下

３２２社

産業別

規模別

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
○調査目的 
  大阪労働局では、大阪府内の景気や事業活動による雇用への影響等を的確に把握するため、 
  平成２５年度から四半期毎にハローワークによる管内企業へのヒアリング調査を実施しています。 
  今回、平成２７年度第１回目の調査を実施しました。 
 
○調査時期    平成２７年６月１日（月）から平成２７年６月３０日（火）まで 
 
○回答企業  ３２２社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２７年度 第１回ハローワーク雇用等短期観測調査の結果 
 

平成２７年７月３０日  大阪労働局職業安定部 

※本文中の「ＤＩ」とはＤｉｆｆｕｓｉｏｎ Ｉｎｄｅｘの略 
  
 景気の現状、景気の先行き、正社員、非正規社員の過不足感に対する５段階の判断に、それぞれ以下の点数を与え、
これらを各回答区分の構成比（％）に乗じて大阪労働局独自でＤＩを算出している。 
 
        ・良い、不足している     ・・・・・・＋１．０ 
        ・やや良い、やや不足している ・・・・・・＋０．５ 
        ・変わらない、適正      ・・・・・・０ 
        ・やや悪い、やや過剰である  ・・・・・・－０．５ 
        ・悪い、過剰である      ・・・・・・－１．０ 

   正社員が「不足」「やや不足」していると回答した企業の割合は、  
   本調査開始以来過去最高となり、人手不足感が強まっている。 
 
  来年３月の大学等卒業予定者を「採用予定あり」と回答した企業 
   の割合は、昨年同月の調査より上昇し、採用意欲の高さが継続。 
    
     平成２７年４～９月末までに「賃金の増額を実施または予定」 
     と回答した企業の割合は、昨年同月の調査より上昇し７割以上に。 
    
     ６月の景況感は、訪日外国人客（インバウンド）需要等を背景に 
  「非製造業」が好調。 

※ 構成比（％）については、小数点の調整により合計と各項目の足し上げが一致しない場合がある。 
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【景況感ＤＩの推移（全企業）】

回答割合
第１回現在
(H27.6月)

第１回見通し
（３か月後）

良い・やや良い 20.5% 26.7%
変わらない 53.1% 55.6%

悪い・やや悪い 26.4% 17.7%

4.20Ｐ

低下

7.85P

上昇

１ 景況感について 
※景況感ＤＩ：「良い」または「やや良い」と回答した企業の割合から「悪い」または 

             「やや悪い」と回答した企業の割合を差し引くことによって算出した指数。 

【全企業】 

・平成２７年６月現在の景況感ＤＩは、 

３月調査（平成２６年度第４回）より 

低下し、-２．６０ （４．２０ポイント低下）

となったものの、３か月後の見通しＤＩは

５．２５と大きく上昇（７．８５Ｐ上昇）して

いる。 

【業種別】 

・業種別にみると、平成２７年６月現在

の景況感ＤＩでは「非製造業」のＤＩ 

（３．１５）はプラスで推移し、「製造業」

のＤＩ（-８．２５）はマイナスで推移してお

り、業種間の差が広がっている。 

 ３か月後の見通しＤＩでは、「製造業」

（０．６５）、「非製造業」（１０．１０）共に

上昇している。 

【企業規模別】 

・企業規模別にみると、平成２７年６月

現在の景況感ＤＩでは、全ての企業規

模で低下しているものの、３か月後の

見通しＤＩでは「９９人以下」「１００人以

上４９９人以下」が上昇している。 

～企業からの声～ 
 

・取引先（自動車メーカーなど）が国内

の工場で増産体制に入っているので、円

安は良い方向に動いている。（はん用機械

器具製造業・１００人以上４９９人以下） 

 

・オリンピックの建設需要や、台湾や韓

国での商業施設などの建材需要が伸びて

いる。価格は高いが日本製の良いものを

使用する傾向にある。 

（窯業・土石製品製造業・99人以下） 

 

・訪日外国人客の増加により、天保山、

難波の店舗においては、メニューを英語、

中国語、ハングルで用意し対応しており

景気感もやや良い。 

（飲食料品小売業・５００人以上） 

 

・インバウンド効果により、ケータリン

グ（大阪城の広場）での利用が５割増え

た。（飲食サービス業・１００人以上４９９

人以下） 
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【パート・契約社員等の過不足感ＤＩの推移（全企業）】

２ 従業員の過不足感について 
※正社員またはパート・契約社員等の過不足感ＤＩ：「不足」または「やや不足」と回答した企業の割合から「過剰」または「やや過剰」と 
  回答した企業の割合を差し引くことによって算出した指数。指数が大きくなるほど、不足感が強いことを示す。 

 ・正社員について、 「不足」「やや不足」と回答した企業の割合は４９．０％、と、本調査開始（平成２５年６月調査） 

 以来過去最高となり、依然として人手不足感が強まっている。 

 ・パート・契約社員等についても、 「不足」「やや不足」と回答した企業の割合は３６．３％ と、３月調査（平成２６年度 

 第４回）や昨年同月の調査（平成２６年度第１回）より上昇し、人手不足感が強まっている。 

   ・過不足感ＤＩでは、正社員（２７．７５）は０．１５ポイント低下したものの、パート・契約社員等（２１．９０）については 

   ０．５０ポイント上昇し、不足感が強い状態が続いている。 

  ・業種別では、 正社員、パート・契約社員等とも「非製造業」の不足感が強い傾向が続いており、 ３月調査（平成 

  ２６年度第４回）より業種間の差が広がっている。 
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【正社員の過不足感ＤＩの推移（企業規模別）】
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 ・企業規模別では、正社員とパート・契約社員等の両方において、「５００人以上」は低下したものの、 「９９人以下」 

 「１００人以上４９９人以下」は上昇している。不足感は「５００人以上」が最も強い。 

～企業からの声～ 
 

・現場作業は専門的知識が必要なため、人手不足となってもアルバイトでは間に合わない。中途採用でも一から

育てて技術を身につけてもらっている。（印刷・同関連業・１００人以上４９９人以下） 

 

・世界に目を向けたグローバル人材が重要な今後のカギでもある。設備投資と社員のスキルアップも肝要である。

（プラスチック製品製造業・ ５００人以上） 

 

・雇用については、有期契約雇用者を正社員として登用するなどしており、今後は新卒者の採用状況に応じて、

中途採用も視野に入れて採用計画を練り直していく。（建設業・ １００人以上４９９人以下） 

 

・新規学卒者の求人についてトラック運転手確保のため、自動車運転免許取得のための費用を全額会社が負担 

することを考えている。（道路貨物運送業・９９人以下） 

 

・訪日外国人客が増えており、外国人留学生、外国人雇用に関心がある。（宿泊業・50０人以上） 

３ 新規学卒者の採用状況について 

  ・来年（平成２８年）３月の大学等（短大・高専・専門学校を含む）卒業予定者について「採用予定あり」と回答した 

  企業の割合は、昨年同月の調査（平成２６年度第１回）より上昇（１．１ポイント上昇）しており、採用意欲の高さが 

  継続している。 業種別では「非製造業」が、企業規模別では「９９人以下」がそれぞれ上昇している。 



60.6%

63.3%

57.9%
56.2%

62.8%
64.6%

70.2%

74.9%

65.4%

69.0%
71.4% 70.2%

全企業 製造業 非製造業 99人以下 100人以上

499人以下

500人以上

【「賃金の増額」（予定を含む）を回答した事業所の割合（Ｈ２７．４月～９月末）】
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  ・平成２７年４月から９月末までに賃金の増額（定期給与・一時金）を「実施した」または「予定している」 

  と回答した企業は、 「製造業」「非製造業」の両業種、及び全ての企業規模において、昨年同月の 

  調査（平成２６年度第１回）より上昇しており、企業全体では、７割以上（７０．２％）となっている。 

  特に「製造業」と「９９人以下」については、２ケタ台の上昇率となっている。 

～企業からの声～ 
 

・開始時期が遅くなることにより、以前より大学内での企業説明会や求人票の配付先の数を増やした。 

（食料品製造業・９９人以下） 

 

・就職、採用環境は緩やかな景気回復に伴い、売り手市場に変化したと感じる。学生の大手志向、採用活動時期の

変更により、活動期間がより一層長期化すると同時に困難度は上昇。インターンシップの活用などにより業界、仕

事内容の理解を進め採用に活かしていきたい。（鉄鋼業・１００人以上４９９人以下） 

 

・採用活動の開始時期が遅くなったことに伴い、大企業の採用時期と重なるケースが増え、例年より学生の集まり

が少なくなっており、採用時期がズレこむことが予想されます。（生産用機械器具製造業・500人以上） 

 

・例年であれば、４月～５月にて大手企業が内定を提示し、そこで内定をもらえなかった学生が当社のような中小

企業への就職を行っていましたが、全体的に時期が遅れるとのことで、まだ状況がつかめていないのが現状です。

大学のキャリアセンターの担当者からの情報もまちまちの状態であり、まだしばらくは静観している状況です。

（建設業・１００人以上４９９人以下） 

 

・大卒採用の専任者を配置し、より多く学生とコミュニケーションがとれるようにしている。 

（運輸に附帯するサービス業・９９人以下） 

４ 賃金調整について 

～企業からの声～ 
 

・労働条件（特に賃金）の見直しを行い、その地域や労働内容にあった賃金を反映させていき、定着率を上げて

いきたい。（食料品製造業・５００人以上） 

 

・２年連続で定昇＋ベアを実施。これら人への投資効果が企業へ好影響を及ぼすことが求められます。人件費コ

ントロールの観点からは、引き続き中長期的な視点での採用活動がカギとなります。（はん用機械器具製造業・  

５００人以上） 
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 【参考】阪神ブロックの状況について  

  兵庫労働局においては、７月上旬に管内企業に対するヒアリング調査を実施しているため、 
 当局の調査と合わせて阪神ブロックの状況として比較を行った。 
  （※兵庫労働局のヒアリング調査結果については、兵庫労働局職業安定部職業安定課（078-367-0800）までお問い合わせください。） 

 
○対象事業所（※企業規模は全て「２９９人以下」） 
 大阪：大阪東・梅田・大阪西・阿倍野・淀川・池田の６つのハローワーク管内にある事業所 
    １００社（うち製造業４２社 非製造業５８社） 
  
 兵庫：神戸・灘・尼崎・西宮・伊丹・明石の６つのハローワーク管内にある事業所 
    ６０社（うち製造業３７社 非製造業（運輸業、卸売業,小売業）２３社）  

 ・大阪と兵庫を比較すると、景況感及び正社員の不足感は大阪の事業所が高くなっている。 

  パート・契約社員等の不足感（「（大きく）不足」と「やや不足」を合わせた割合）はほぼ同率となっている。  

 ・前回調査と比較すると、現在の景況感については、「やや（多少）悪い」と回答した企業の割合がより上昇して  

  いるものの、３か月後の見通しは「良い方向に向かう」と回答した企業の割合がより上昇している。 

  正社員、パート・契約社員等の不足感は、前回より強まっている。 


